
1.　当事業所が提供するサービスについての窓口相談

電話番号　0277-32-2122　　　（午前8時30分から午後5時30分まで）

　　　※     ご不明な点は、なんでもお尋ねください。

2.　居宅介護支援事業所の概要

（1）居宅介護支援事業者の指定番号及びサービス提供地域　

（2）同事業所内の職員体制

（3）営業時間

※     その他の休日‥‥１２月３０日～１月３日までとする。

3.　事業の目的及び運営の方針

（1）事業の目的

（2）運営の方針

事業所の介護支援専門員は、事業の提供に当たっては、次の事項に努めるものとします。

①要介護状態になった場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、その有する

　能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮すること。

②利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な

　保険医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供され

　るよう配慮すること。

③利用者の意思及び人格を尊重し、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類

　又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行うこと。

④事業の運営に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援

　事業者、介護保険施設との連携に努めるものとすること。

平日 午前８時３０分から午後５時３０分まで

土・日 原則休日となります

適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員
が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的としま
す。

管理者 介護支援専門員 1人 事業所管理

介護支援専門員 介護支援専門員 2人(管理者と兼務1名) 居宅介護支援

介護保険指定番号 群馬県第1070301666号

サービスを提供する地域
桐生市、みどり市、太田市（旧藪塚町）、前橋市（旧粕川
村）、伊勢崎市（旧赤堀町）

※     上記の地域以外の方でもご希望の方はご相談下さい。

資　格 常　勤 非 常 勤 業務内容

ケアプランセンター　瀬々らぎの里　

居宅介護支援重要事項説明書

　　　　　　　　　　　　様に対する居宅介護支援サービスの提供開始にあたり、当事業者が説
明すべき重要事項は、次のとおりです。

事業所名 ケアプランセンター　瀬々らぎの里

所在地 群馬県桐生市梅田町１丁目724番地1



4.居宅介護支援の内容

指定居宅介護支援の内容は次のとおりとします。

　①居宅サービス計画作成

　②指定居宅サービス事業者等との連絡調整

　③介護保険施設への紹介

　④利用者に対する相談援助業務

　⑤その他利用者に対する便宜の提供

1.　サービスのご利用方法

（1）サービスの利用開始

　

（2）サービスの終了

① お客様のご都合でサービスを終了する場合。

文書でお申出下されば、いつでも、ご解約いただけます。

② 当事業者の都合で、サービスを終了させていただく場合。

③ 自動終了。

次の場合は、双方の通知が無くても、自動的にサービスを終了いたします。

（ア）お客様が介護保健施設に入所された場合。

（イ）介護保険給付で、サービスを受けていらしたお客様の要介護認定区分が、

　　　要支援、非該当（自立）と認定された場合。

（ウ）お客様がお亡くなりになった場合

④

2.　ご利用料金

（1）基本料金

※

（2）利用料金

　　居宅介護支援利用料は、次の金額に加算額を加えた額になります。

要介護３、要介護４、要介護５ １４，１１０円

要介護の認定を受けられた方は、介護保険制度から、全額給付されるため、自己負担はありま
せん。

お客様やご家族などが、当事業者又は、当事業者の職員に対して、本契約を継続し難いほ
どの背信行為を行った場合は、文書で通知させていただくことにより、直ちにサービスを
終了させていただくことがございます。

保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合、1ヶ月につき、　下
記の金額をお支払いいただき、当施設からサービス提供証明書を発行いたします。
このサービス提供証明書を後日、お客様が居住されている市町村の窓口にご提出いた
だきますと、金額の払い戻しを受けることが出来ます。

要介護区分 利用料（1ヶ月）

要介護１、要介護２ １０，８６０円

まず、お電話等でお申込み下さい。当事業者の職員がお伺いいたします。
契約を締結させていただいた後、サービスの提供を開始いたします。
（正当な理由なくサービスの提供を拒否する事はありません）

やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合があります。その
場合は、原則1ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の居宅介護支援事業者
をご紹介いたします。



加算

特別地域居宅介護支援加算

事業所が離島や山間地等、サービスの確保が著しく困難な地域に所在する場合（梅田町・

黒保根町等）

初回加算

新規に居宅サービスを作成する場合又は要介護状態が２段階以上変更となった場合

入院時情報連携加算

（Ⅰ）利用者が、病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員に対し

　　　て当該利用者に係る必要な情報を提供した場合

（Ⅱ）利用者が、病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は診療所の

　　　職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供した場合

　　　

Ⅰ

Ⅱ

退院・退所加算

退院又は退所にあたって病院・施設等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を

得た上で居宅サービス計画を作成し、サービス利用に関する調整を行った場合

退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合には、必要に応じ、福祉用具専門相談員

や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加（入院又は入所中に1回を限度）

ただし「連携3回」を算定できるのは、そのうち１回以上について入院中の担当医等との

会議に参加し居宅サービス計画を作成した場合

カンファレンス参加　無 カンファレンス参加　有

通院時情報連携加算

金額 ５００円

利用者が医師または歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師または歯科医師等に利用者
の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師または歯科医師等から利用者に
関する必要な情報提供を受けた上で居宅サービス計画に記録した場合（1月に1回を限度）

連携２回 　６，０００円 　７，５００円

連携３回 × 　９，０００円

連携１回 　４，５００円 　６，０００円

金額
２，５００円

２，０００円

金額

金額 ＋１５／１００％

金額 　３，０００円



緊急時等居宅カンファレンス加算

病院又は診療所の求めにより、病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カン

ファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合（１月に２回を

限度）

同一建物に居住する利用者に対する減算

同一建物に居住する利用者へケアマネジメントを行う場合 

①居宅介護支援事業所と同一建物、または同一・隣接地域内に居住

②居宅介護支援事業所における１月あたりの利用者が、同一の建物に20人以上居住する

　建物に居住

3.　秘密の保持

4.　サービス内容に関するご要望及び、苦情等のご相談

（1） 当事業者お客様ご相談・苦情担当 

苦情受付窓口　・・・　石原康弘（管理者兼介護支援専門員）

連絡先電話番号　0277－32－2122

苦情解決責任者・・・　太田英道（施設長）　石原康弘（管理者兼介護支援専門員）

（2） その他

　当施設以外に、市町村の担当窓口等にご相談、苦情等を伝えることが出来ます。

　当施設以外に、市町村の担当窓口等にご相談、苦情等を伝えることが出来ます。行政機関その他苦情受付機関

電話番号 0277-46-1111 電話番号 0277-76-0974

桐生市織姫町1-1 FAX      0277-45-2940 みどり市笠懸町鹿2952 FAX      0277-76-2449

受付時間 8:30～17:15 受付時間 8:30～17:15

電話番号 0276-47-1111 電話番号 0270-24-5111

太田市浜町2-35 FAX      0276-47-1888 伊勢崎市今泉町2-410 FAX      0270-23-9800

受付時間 8:30～17:15 受付時間 8:30～17:15

電話番号 027-224-1111 電話番号 027-290-1376

前橋市大手町2-12-1 FAX      027-224-3003 FAX      027-255-5077

受付時間 8:30～17:15 前橋市元総社町355-8 受付時間 8:30～17:15

  

群馬県国民健康保険団
体連合会

下記の窓口において、当事業者の居宅介護支援に関するご相談、苦情及び、居宅サービス計画
に基づいて提供している各サービスについてのご相談、苦情を承り、速やかに対応いたしま
す。

桐生市介護保険担当課 みどり市介護保険担当課

　　①・②のいずれかに該当する利用者　　 所定単位数の９５％を算定

太田市介護保険担当課 伊勢崎市介護保険担当課

前橋市介護保険担当課

金額 ２，０００円

事業所の介護支援専門員は正当な理由がない場合、その業務上知り得た利用者又はその家族の
秘密を厳守（この守秘義務は契約終了後も同様です）しますが、サービス担当者会議等におい
て、利用者やその家族の個人情報の提供については同意をお願い致します。



5.　事故発生時の対応

6.　虐待の防止について

当事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な

措置を講じます。

（1）虐待防止に関する責任者を選定します。

　　　　　虐待防止に関する責任者・・・石原康弘（管理者兼介護支援専門員）

（2）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可）を定期的に

　　 開催し、従業者へ周知徹底します。

（3）虐待防止の指針を整備します。

（4）従業者への、虐待防止のための研修を定期的に実施します。

（5）成年後見制度利用の支援や苦情解決体制を整備します。

（6）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・

　　 同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに

　　 これを市町村に通報します。

7.　身体拘束等の適正化の推進について

8.　障害福祉制度の相談支援専門員との連携

当事業所の介護支援専門員は、障がい福祉サービスを利用してきたものが当契約の利用者

となる場合は、障害福祉制度の相談支援専門員等と密接な連携に努めます。

(3)

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月に1回以上開催し、介護職
員その他従業者に周知徹底します。

(4) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施
します。

身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。

(1) 当事業所はサービスの提供により事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者の
家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故の状況及び事故に
際して採った処置について記録致します。

(1) 当事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを
得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行いません。や
むを得ず身体拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況
並びに緊急やむを得ない理由を記録致します。

(2)

(2) 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発の防止を講じるとともに、賠償すべ
き事態となった場合には速やかに賠償致します。



9.　ケアマネジメントの公平中立性の確保

当事業所は、利用者等に前６カ月間に作成した居宅サービス計画における訪問介護、通所介護、

地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合及び、前６カ月に作成した居宅

サービス計画における各サービスごとの同一事業者によって提供されたものの割合を説明し、

理解を得ます。（努力義務）割合は「別紙」のとおり。

10.　ハラスメント対策の強化

当事業所は、居宅介護支援を含めた全てのサービスを対象に、ハラスメントによって職員の

就業環境が害されることを防止するための方針の明確化など、必要な措置を講じます。

11. 業務継続に向けた取り組みの強化

当事業所は、感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・

継続的に提供される体制を構築するために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

（1）業務継続に向けた計画（業務継続計画・事業継続計画）を策定し、感染症や非常災害

　　 発生時には計画に従って必要な措置を講じます。

（2）業務継続計画を職員に周知するとともに、必要な研修や訓練を定期的に実施します。

（3）定期的に業務継続計画の見直しを実施し、必要に応じて計画内容の変更を行います。

12. 感染症対策の強化

当事業所は、介護サービス事業者の感染症対策を強化する観点から、次に掲げるとおり必要な

措置を講じます。

（1）感染症の予防・まん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね6月に1回以上

　　 開催し、その結果について職員等に周知徹底を図ります。

（2）事業者における感染症の予防・まん延の防止のための指針を整備します。

（3）職員等に対し、感染症の予防・まん延の防止のための研修・訓練を定期的に実施します。

13. 第三者評価の実施状況について

当事業所は、第三者評価の実施はありません。


